
 

産地パワーアップ事業の予算確保と充実 

  

                                               政策提言先  農林水産省 

政策提言の要旨 

 ＴＰＰが発効した場合、多くの野菜で関税が撤廃されることとなり、国内の野菜産地は、

輸入野菜にシェアを奪われることがないよう、産地の競争力を高め、一層の安定生産・安

定供給をしていくことが必要です。 

産地を強化し生産拡大による供給力の向上や輸出につなげていくと共に、地域に根差し

た園芸農業を核とした農業クラスターを形成し、若者が暮らし稼げる地域創生を図るため、

産地パワーアップ事業の予算確保と政策の充実を提言します。 

 

【政策提言の具体的内容】 

１．産地パワーアップ事業の予算確保 

  地域の実情に応じて、産地強化につながる園芸用ハウス等の生産関連施設の整備や省

力化機械のリース導入を支援できる産地パワーアップ事業について、産地のニーズに応

じた十分な予算を確保すること。 

 

２．生産関連施設の整備に必要となる簡易な基盤整備工事の一体的な実施 

  農業クラスターを地域地域に整備・形成していくために、次世代型ハウス等を中心と

した施設園芸団地の整備に必要な土地の均平化や排水対策等の簡易な工事を一体的に実

施できるようにすること。 

 

【政策提言の理由】 

１．産地パワーアップ事業の予算確保 

・栽培の始まった次世代施設園芸拠点は、多くの雇用が生まれていますので、この取り

組みを県内各地へ普及させていくと共に、生産物を活用した加工等、さらなる好循環を

生み出し、若者が暮らし稼げる地域創生につなげていく必要があります。 

本県では、地域地域で次世代型ハウス等を核として関連産業を集積させた農業クラス

ターの形成を目指した検討が始まっています。 

 

 ・地域の実情に応じた産地強化につながる生産施設の整備や機械のリース導入等を支援

できる産地パワーアップ事業は、規模拡大や高収益化を目指した担い手農家から多くの

要望が寄せられていますので、十分な予算措置が必要です。 

   

２．生産関連施設の整備に必要となる簡易な基盤整備工事の一体的な実施 

・農業クラスターの核となる次世代型ハウス等の生産関連施設をスピード感を持って整

備するためには、ほ場の均平化や排水対策等の簡易で少額な基盤整備工事を一体的に実

施することが必要です。 

                  【高知県担当課室】農業振興部産地・流通支援課 



 生産（1次産業）に加えて、加工等（2次産業）、流通・
販売・サービス等（3次産業）の関連産業を集積させて、

地域地域に農業を核とした地域産業クラスターを形
成！ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

          地域に根差した農業クラスター形成による地方創生への支援           

＋ 

現状 

園芸農業を核とした農業クラスター形成のための支援策の充実           
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環境制御技術の効果(H27・ﾅｽ) 

・反収アップ(環境制御技術等)で儲かる農業！ 
・地域の農業を牽引できる企業的経営体を育成！ 

 クラスター化で関連産業を集積！ 
  （さらなる付加価値UP! 雇用拡大！へ） 
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ハウス面積 
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ハウスや生産関連施設の整備 さらなる関連産業の集積 省力化技術の開発・導入への支援 ＋ ＋ 

平成28年７月より 
4.3haでトマトの栽培開始！ 

 栽培施設：販売額6.2億円 雇用85名 
 関連施設：販売額４億円 雇用40名以上 
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拡大プロジェクト 農②日高トマト 
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県内各地で次世代型ハウスを核とした農業クラスターの取り組みがスタート 

農⑤ 日本一のナス産地拡大プロジェクト（安芸市） 
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や飲食店等での利用促進、ナス料理や加工・特産品の消費拡大に取り組
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農③ 南国市還元野菜プロジェクト（南国市） 
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・ＪＡ出資型法人「南国スタイル」を中心として、「還元野菜（※）」の生産拡大を図るとともに、関連する直販
所や農園レストラン等と連携した還元野菜販売や、メニュー提案等を実施することにより、還元野菜の里
づくりを目指す 
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（※）電解水素水を使って栽培した野菜のこと。電解水素水は、葉菜類で生育促進効果（収量5
～20％UP）あり、さらに葉菜類、果菜類等で抗酸化機能等の機能性成分向上効果を確認 
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農④ 日本一のニラ産地拡大プロジェクト（香南市・香美市） 

・日本一の生産量を誇るＪＡ土佐香美の生産拡大を目指し、３つの生産拡大プロジェクトに取り組むととも
に、食品関連会社等の誘致を視野に入れての新たな加工品の開発、地元飲食店でのメニュー開発等によ
り、クラスター化を目指す 

生  産 

１．既存農家の経営安定 
２．規模拡大志向農家の支援 
 
３．新規就農者、品目転換農家の支援 
 
 

３つの生産拡大プロジェクトを始動 

➢次世代型ハウスの整備 

地域のニラ生産者（JA土佐香美ニラ部会） 
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・新たな加工品等の開発（香南市観光協会、飲食店、食品関連会社等と連携） 
・１次加工（カット、冷凍等）の検討、企業誘致等の検討 

農② 日高トマト産地拡大プロジェクト（日高村） 
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・日高トマト生産団地の拡大の取り組みを核として、中山間複合経営拠点（※）の整備とも
併せ、関連するJA出荷場、農産品加工施設、直販所、地元レストラン等が連携し、クラス
ター化を目指す 

「食」を目的とした観光 
生産 日高村トマト生産団地 

➢ 更なる規模拡大を目指す 

（※）出資型法人等が、高収益の施設園芸や中山間地域に適した農産物の生産、作業受託による地
域営農の維持活動等、複合経営を行い、中山間地域の農業の競争力を高め、支える仕組み 
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・次世代施設園芸団地でのトマト生産を核として、バイオマス供給施設、種苗供給
施設、農産品加工・販売業者、地元レストラン等が連携し、クラスター化を目指す 

弁当製造業者 

次世代施設園芸団地 

四万十とまと 
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・新規就農者 
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➢更なる団地の整備を目指す 



提言 産地パワーアップ事業の予算確保と充実 

 
高収益な作物・栽培体型への転換、農作業の効率化によるコスト削減、実需者のニーズに応じた生産で収益力向上！ 

 
 
 

水田 野菜 畑作 果樹 

省力化に必要な機械・機器の 
リース導入経費 

ハウスや出荷場等の 
施設整備に必要な経費 

果樹の改植時に必要な経費 
品質向上に必要な資材等の 

導入に要する経費 

産地強化に取り組んで、ＴＰＰに対抗！ 

産地からの要望 

十分な予算を確保して欲しい！         

提言内容  1 提言内容  2 

１．産地パワーアップ事業の予算確保：505億円                                                  

                                        (H27補正) 

 
 

花き 

地域が一丸となって 
取り組める！ 

事業を活用して、 
規模拡大したい 

活用しやすい！ 
現場向きの事業ぜよ！ 

ハウス団地の整備と合わせて、
関連産業を集積させる農業クラ
スター化にも活用できる！ 

産地パワーアップ事業に農業者が大きく期待！ 

高知県配分枠 
  4億2,927万円 

次世代型 
ハウス 
18.4ha  

（24.6億円） 

ニラの出荷調
整省力機械
リース：30台 
（0.56億円） 

ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ 
・その他 
（0.45億円） 

現状での産地からの要望額：32.9億円 

  まだまだ要望あり！ 

事業概要 

農業者の声  

共同利用施設 
（集出荷調整施設等） 

13件  
（7.3億円） 

H28～H30事業実施希望 
補助金ベース（H28.6調査） 

ハウス等の整備に必要となるほ場の均平化等の 
簡易で少額な基盤整備を一体的にできないか！ 

２．ハウス等の整備に必要な簡易な工事の 
  一体的な実施 

・大規模な次世代型ハウスや施設園芸団地を整備する場合に不可欠な 
 圃場の均平化や、排水対策等の簡易な基盤整備が必須！ 
 
・スピード感のある整備には、これらの整備を一体的に実施することが不可欠 

【現状】 
例） 強い農業づくり交付金 

 ほ場整備は補助対象になってい
るが、ハウス等の施設整備と分け
て申請が必要 
  →煩雑で時間を要する 

選果・選別機械のリース導入
で、作業を効率化させたい 

収益性の高い品目に 
転換したい 

提供：国土地理院 
(産地・流通支援課一部加工） 


